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トピックス6　「2010 年米国競争力再認可法案」の立法化への期待
2010 年 6 月 22 日、米国議会上院の商業・科学・運輸委員会の競争・革新・輸出促進小委員会で、「米

























































1）　U.S. Senate Committee on Commerce, Science, & Transportation 
http:// commerce.senate.gov/public/index.cfm?p=PressReleases
2）　議会の立法調査権を根拠とする。証人は証言を義務づけられ拒否することができない。虚偽発言等を行うと訴追さ
れる。
3）　法案 H.R.5116：主な内容は、国家ナノテクノロジーイニシアチブ修正、ハイパフォーマンス・コンピューティン
グ法修正、NSF・NIST・DOE科学局の予算倍増、STEM教育、イノベーション促進等のパッケージ法案。ゴード
ン下院科学技術委員会委員長（民主党・テネシー州）を中心にとりまとめられた。同議員は 2007年の「米国競争力
法」成立に尽力した人物の一人。合衆国憲法の規定で、予算措置を含む法案は議会下院が発議する。しかし、下院
を通過した法案でも上院が審議の必要性を認めないと廃案となる場合もある。なお、本法案は 7月 22日に上院小
委員会の超党派の合意の下法案 S.3605に修正され、引き続き上院本会議で審議されることとなった。
4）　科学技術動向、No.103、2009年 10月号トピックス「オバマ政権が「米国イノベーション戦略」を発表」
5）　JST-CRDS、海外科学技術動向「米国景気対策法」http://crds.jst.go.jp/kaigai/report/TR/AM/US20090225.pdf  
2009年 2月
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